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１ 電力需給検証について

￭ 電力需給対策に万全を期すため、電力広域的運営推進機関において、全国の
電力需要が高まる夏と冬の電力需給について検証を実施しています。

￭ ５月２０日に開催された経済産業省の「次世代電力・ガス事業基盤構築
小委員会」において、２０２６年度夏季需給見通しが報告され、これを踏まえた
電力需給対策が取りまとめられました。

出所：総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 第６回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 [2026年5月20日開催] 資料５



【今夏需給見通し（北海道エリア）】

※1 至近は再エネの増加により、夏季を中心に太陽光の出力が減少する点灯帯の予備率が厳しくなる傾向が  
  あり、2024年の検証から最大需要時と最小予備率時の2断面での需給バランス確認を行うこととなった。

※2 今夏見通しから月を前後半に細分化して見通しを算出。
※3 9月は猛暑により高需要が想定される9月1日～18日の評価を記載。

￭ 北海道エリアの今夏需給見通しは、１０年に１度の猛暑を想定した電力需要に
対して、最も予備率の低い月においても電力の安定供給に最低限必要な
供給予備率である３％以上を確保できる見通しです。

２ ２０２６年度夏季（今夏）の需給見通し
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￭ 猛暑・厳寒による冷暖房需要の増加を見込んだ需要想定と安定的に見込める
供給力の積み上げ結果を比較し、安定供給が可能かどうかを検証するものです。

￭ 電力広域的運営推進機関が広域的な視点に基づき、連系線の活用等を考慮して
需給バランス評価を行っています。

￭ 需給バランス評価は、最大需要時に加えて、太陽光の出力が減少する時間帯の
予備率も確認するために最小予備率時の評価も行っています。

沖縄を除く全国９エリアは、地域間連系線で結ばれて
おり、連系線の空容量の範囲内で各エリアの予備率が
均平化されるように供給力の移動(連系線を通じた
送受電)を考慮しています。

【参考１】電力需給検証の概要
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￭ 今夏の需要見通しは、過去１０年で最も猛暑であった年度並みの気象影響を
織り込んで想定しています。
 ※7～8月は2025年度並みの猛暑、9月は2020年度並みの猛暑を織り込み

￭ 一方、供給力見通しは、安定的に見込める供給力の積み上げた後、その一部が
計画外停止等により、実際の運用断面で供給力に見込めない可能性を考慮して
います。
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【参考１】電力需給検証の概要（つづき）

【供給力見通し】
・過去10年間で最も猛暑であった年度並みの
気象影響を織り込んだ１日の需要を想定

・全国の最大需要時(15時)および最小予備率
時(17時)の需要を採用

【需要見通し】
・北海道エリア内の安定的に見込める供給力を
積み上げ
７〜８月：520〜580万kW程度 ９月：500万kW程度

電力広域的運営推進機関が
広域的な視点に基づき、
連系線の活用等を考慮して評価
（ｐ４参照）

計画外停止率2.6%(全国一律)を考慮
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